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 本研究は、高圧ガスパイプラインの脆性破壊停止に関する研究を通して、天

然ガス利用拡大のためのインフラ整備に資することを目標としたものである。 

炭酸ガス削減のブリッジエネルギーとして天然ガスの利用が拡大するのに伴

い、高圧ガスパイプライン網の整備や拡大が予想される。建設用の新設パイプ

ライン材料のコストダウンや既設のパイプラインの最大活用を考える際に、破

壊に対する安全性の確保は必達の前提条件である。破壊形態として、不安定延

性破壊、脆性破壊、疲労破壊、大変形破壊、環境割れが挙げられる。パイプラ

インの代表的な基準には、これらの破壊を防止するための規定が設けられてい

る。脆性破壊に対しては、DWTT（落重試験）の試験値に対する規定が与えら

れているが、規定が最近になって厳しい方向に変更されたり、小口径管では規

定がない等、経験則が故の不十分な点が多い。すなわち、脆性破壊については、

新設パイプラインに対する適正な仕様や、旧規定で建設された既設パイプライ

ンの適正な圧力の評価手法が明示されていないという課題がある。そこで、本

研究では、破壊力学的な観点から脆性破壊の停止評価を行い、その課題解決を

図ることを目的にした。 
 まず、既往知見の整理を行い、以下のようにまとめた。 
(1) 荷重項について：き裂が高速伝播する場合のき裂先端の応力場は、動的な

応力拡大係数 K によって表わされる。また、パイプを高速伝播するき裂の応力

拡大係数は、内圧仕事の項を含む式で表わされる。内圧仕事が無視できる場合

には、半無限帯板の応力拡大係数に類似した式で表わされる。 
(2) 材料抵抗について：脆性破壊の停止は、荷重項を動的な応力拡大係数 K、

材料抵抗を停止靭性 Kca とすることにより、「荷重項≦材料抵抗」として表わさ

れる。また、停止靭性を求める ESSO 試験は一般に温度勾配をつけて行うが、

その方法（温度勾配型 ESSO 試験）で求められる停止靭性と、温度一定の条件

（実構造物の状態）で行う混成型 ESSO 試験から得られる停止靭性を比較する

と、温度一定条件の方が 1.3 倍程度高いことを、伝播・停止モデルの論文から参

照した。 



 次に、脆性破壊伝播に及ぼす荷重項の評価方法に関する検討を行った。荷重

項として、パイプを高速伝播するき裂の応力拡大係数 K を算定する必要がある

が、これを直接行った例は見当たらない。そこで、有限要素法を用いて、パイ

プを高速伝播するき裂の動的な応力解析を行った。その結果、以下の成果が得

られた。 
(1)パイプの K 値は、き裂伝播速度の増加に伴い低下し、550～650m/s を超える

と、半無限帯板の解を下回るようになる。しかし、その領域の中で、き裂伝播

速度の上昇に伴って K 値は極小、極大をとり、最終的に速度効果を考慮した帯

板の解に一致する。K 値の極小にはバルジングが、極大には周期的な波動が関

わっていることが示唆された。 
(2)内圧によるき裂後方の開口（bulging）の効果は、次の 2 点に集約される。①

き裂後方の開口によって直接的にき裂先端を開口させる、②き裂後方の開口（周

方向への膨出）によって軸方向を縮める変形が生じ、き裂先端に引張の軸方向

歪場を形成し、き裂先端の開口を抑制する。き裂伝播速度が遅い場合には静的

な状態と同じように①が卓越している、高速になると、まず①が軽減して②と

拮抗するようになり K 値が頭打ちになる。その後、高速になるにつれて①が消

失し、700m/s では②のみになって K 値の極小となる。その後、さらに高速にな

ると②が消失して行くが、1600m/s を超えても②は完全には消失せず、完全な

消失は 2400m/s である。 

以上の検討結果から、パイプの荷重項を次のように提案した。 
(1)き裂伝播速度 V が 1000～1400m/s 以下、あるいは、き裂伝播速度が不明な

場合は、 RK  H で評価する。 

(2)き裂伝播速度 V が 1000～1400m/s を超えることが確認できた場合は上式に

速度因子を考慮した式を適用する。 
 次に、脆性破壊伝播に及ぼす材料抵抗の評価方法について検討を行い、温度

一定条件での停止靭性の評価方法を提案した。また、停止靭性評価試験におい

て実施するき裂発生のための打撃について、有限要素法による動的解析をもと

に、その影響評価と、結果の修正方法を提案した。詳細は以下の通りである。 
(1)パイプ材料の混成 ESSO 試験から得られた停止靭性は、温度勾配型 ESSO 試

験のそれに比較して、約 1.3 倍大きいことがわかった。この値は、脆性破壊の伝

播・停止モデルを用いた既往知見の推定とほぼ一致した。また、既往知見にお

いて、その原因としていたシアリップの分布形状の違いを確認した。従って、

実際に、温度一定の構造物に適用する場合には、温度勾配型 ESSO 試験から得

られた停止靭性に、1.3 倍した値を使うことができる。 

(2)落錘式の ESSO 試験は、作用応力が低い場合には打撃の影響が無視できない



ことが分かった。また、ガス圧式の打撃装置では、打撃だけではなく、ピン間

距離、タブ板の厚さ等によっては、得られた Kca に大きな誤差を含むケースが

あった。このような場合には、動的 FEM 解析を実施して、停止靭性を補正する

ことにより、整合性のあるデータ整理ができることを示した。この場合、き裂

の伝播速度を与える必要があり、その推定式を提示した。 

(2)ESSO 試験で用いる打撃が K 値に与える誤差を、所定値以内に抑えるための

打撃エネルギーを制限する式を提案した。 

次に、実管フルガスバースト試験を用いた検証を実施した。標記の荷重項と

材料抵抗から、「荷重項≦材料抵抗」の場合に脆性破壊が停止するか否か、を確

認するために、850φ、300φ の実管を用いたフルガスバースト実験を行った。そ

の結果、以下のことが明らかになった。 

(1)初期切欠部から発生した脆性き裂は、850φでは、片側は 1m 前後伝播して停

止し、もう一方は、発生直後に停止した。300φでは、両側に 1m 弱伝播し停止

した。試験体の両端部では、破壊現象が終了するまでの間、初期圧力が保持さ

れており、脆性破壊の停止が試験体の圧力の低下により促進されたものではな

いことが確認できた。 
(2)脆性破壊の停止を「荷重項 K≦材料抵抗 Kca」により照査した結果、左記の

評価式により安全側に評価できることを確認した。 
最後に、上記検討で提案した方法を実際の鋼管材料に適用する方法を提案し

た。鋼管材料の仕様として一般的に含まれるシャルピー衝撃試験データから、

停止靭性を推定する必要がある。そこで、ほぼ同条件による製造と考えられる

パイプ材料を用いて、停止靭性評価試験とシャルピー衝撃試験を実施し、両者

の関連を評価した。その結果、荷重項＝材料抵抗となる限界圧力（あるいは周

方向応力）がシャルピー延性破面率に関連することがわかった。この関係から、

パイプラインが供用できる限界の圧力を求める式を提案した。 

 
 以上の研究により、高圧ガスパイプラインにおける脆性破壊伝播と停止に関

する破壊力学的な評価を行い、これに基づいた脆性破壊を防止するための評価

方法を提案した。本方法は工業的にもきわめて有益なものである。 

 よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 

 


